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樹 f商事信託法講義(1)J信託214号34頁 [2003年J)0 r商事信託jをこのように
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から 10条， 12条， 13条)。




英米法において，信託受託者の中核的義務である受語、者義務 (fiduciaryduty) 12) 










































































































































その後，公受託者は，公受託者および基金管理法 (PublicTrustee and Admin-
istr叫 onof Funds Act 1986) 3条の規定によって拡張され，現在の 2005年意思決
定能力法 (MentalCapacity Act 2005) 6章の規定する精神障がい者 (mentaldisor-












































メリカでは， 1937年統一信託法 (UniformTrust Act of 1937)44)，および 1958
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年受認者証券移転の簡素化に関する統一法 (UniformAct for the Simplification of 





その後立案された 1964年統一受託者権限法 (UniformTrustees Act of 1964) 
は，この原刻をさらに発展させ，受託者と取引を行う第三者に対し，受託者
の権限ゆ越であること，またはこれらの権隈が不適切に行使されたことを知
らない場合 (withoutactual knowledge that the trustee is exercising his powers or im 
properly exercising them) ，受託者の権限が存在することおよびこれらの権限が
適切に執行された (theexistence of trust powers and their proper exercise by the trust司
ee)とみなして，信託財産について取引を行うことを認めた46)0 2000 年に制
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and Administration of Funds Act 1986) 3条の規定によって拡張され，現在の 2005
年意思決定能力法 (MentalCapacity Act 2005) 6章の規定する精神障がい者 (mental
disorder persons)の財産管理に関する業務一般を行えるようになった。
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課している (See，e.g.， Cal. Fin. Code S 1570 (2013))。
41) Langbein， supra note 18， at640 
42) Restatement (Second) ofTrusts S 297 cmt. f (1959). 
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後 1925年受託者法 (TrusteeAct 1925)等の立法によって，受託者の権限は，拡張
された0
48) Langbein， supra note 18， at642; Karen E. Boxx， Of Punctilios and Payback: The 





義務を修正する 1974年従業員退職所得保障法 (EmployeeRetirement Income Se-











































































異なり， ( i)制度の管理に関して裁量権限 Cdiscretionaryauthor町 ordiscretion-
ary controDを行使する者，または制度資産の管理もしくは処分に関する権限





















































































































統一信託法 (UniformTrust Code (Last Revised or Amended in 2000))は，コモ





























① Newton v. Van Otterloo108) (以下「ニュー トン判決j という)
サクス・ベンド・ラッシュ株式会社 (SouthBend Lathe， Inc.) (以下 f雇用者」とい
































dir・ectionsof such fiduciarγwhich are made in accordance with the terms of plan and 




























② Ershick v. United Missouri Bank120) (以下「エルシーク判決j という)
グレブ・エックスレイ株式会社 (GrevX-Ray Componyl (以下「雇用者j という)
は， 1981年に創業者 (GordonGreblが亡くなった後，従業員持株制度 (ESOP:














































































① FirsTier Bank v. Zeller135) (以下「アアス・ティア銀行判決Jという)
舗装工事を行うランド・ペイピング株式会社 (LandPaving Company) (以下
「雇用者Jという)は， 1953年，利益分配制度 (ProfitSharing Plan) (以下「本制度j






のアンソニー・ドンブロクスキー (AnthonyDombrowski) (以下「社長j という)
は，日87年の舗装シーズンに向けた新たな資金調達のために，財務アド、パ
イザーとして，マネジメント・コンサノレタント・サービス社 (ManagementCon-



























エリサ法3条(21)号(A)(i)は， i制度管理 (managementof such plan)に関し，
裁量権限 (discretionaryauthority)もしくは裁量的支配 (discretionarycontroDを執















れる受託者)は，慎重人の義務 (prudentman standard care) 144)，共開受託老(受
認者)の義務違反を治癒・改善する義務 (toattempt to remedy known breaches of 





















② Maniace v. Commerce Bank (以下「マニアー チェ判決j という)151) 
1979年， ジ、ユプナイノレ靴株式会社(JuvenileShoe Companyl (以下 f雇用者」と
いう)は，従業員利益分配制度 (Profit品 aringPlanlを従業員持株制度 (Em-
ployee Stock ownership Plan: ESOP) (以下「本ESOPJ という)に移換した。本件
ESOPの信託の受託者は，カンザス・シティ商業銀行 (CommerceBa出 ofKarト
sas City) (以下 rCBKCJという)であった。
本 ESOPの制度規定(以下「本規定j という)では，雇用者の取締役会が，










していた。 CBKCが 1988年初頭， 1987年の財務諸表を審査したとき，雇用
者に 300万ドノレの損失が生じていることを?言及した。それを受けて， CBKC 
の信託部門の職員は雇用者の役員と会合をもったが，雇用者の賠務の健全性





















エリサ法 3条(21)号(A)159)の定義する受認者 (heexercises any discretionary 組問





















アアス・ティア銀行判決は， ( i )指留される受託者がエリサ法3条(21)号
(A)の受認者定義，すなわち f制度資産 Cp lan assets)の管理 (management) も








































contribution plan)と確定給付制度 (definedbenefit plan)とがある。エリサ法は，
倒人勘定のある個人勘定制度合篠定拠出制度とし，確定拠出制度以外の年金制度合




50) Patricia Wick Hatamyar， See No Evil? The Role the Directed Trustee under ERISA， 




る (29u.s.c. S 1001(a))。
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上の州法により， (A)のサービスを行う資格ぞ有する保険会社，または (C) その純
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ならない。」と指摘している (VarityCorp. v. Howe， 516 U.S. 489， 497 (1996))。
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指函される受託者と指図権者との権利・義務関係に対し，原則として，共
同受託者の関係を類推して適用されるのが，アメリカでの信託法の基本的な
考え方である。ただし，指鴎される受託者は，指図権者の指園に従い信託事
務を遂行することが基本的な義務をなることから，指圏される受託者の権眼
の一部が指図権者に移転している。このため，指図される受託者に対して，
完全な裁量権を有する一般の受託者と悶ーの範囲の受認者義務を課すことは
適当ではないという見解もある。とすれば，指園される受託者には， どのよ
うな範囲の受認者義務を課すべきかが問題となる。
本稿で得られた一つの解決策は，表面上，指図が信託契約や法に反するも
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のである場合，指関される受託者は，その指図の内容について，指国権者に
磯認する義務を負うというものである。この基準，いわゆるブライト・ライ
ン・ノレーノレを，企業年金信託の一類型である指定運用である企業年金基金信
託に適用した場合についてその結果営考察したが，私としては，妥当な結論
を導き出せるのではないかと考えている。ただし，本稿で取り上げた信託
は，証券投資など，指図を受けるタイミングと指図の執行との聞に時間がな
い取引を行う信託である。土地信託など，費問・調査する時間的猶予があれ
ば，その妥当性も異なるであろう。
本稿で取り上げた信託は，企業年金信託という公的性賞の強い信託で、あっ
たため，信託法の原出やエリサ法の規定が強行的に適用されるが，一般の信
託であれば，当事者間の合意によって受託者の受認者義務を軽減することは
可能である207)。ただし，どこまで軽減できるかは，議論があると思われる。
近年，信託の利用に関する議論が活発化し，特に「管理型信託業J208)とい
われる受託者の裁量権の狭い信託の利用が急速に拡大している。今後，受託
者の裁量権が狭い場合に，受託者がどのような義務を負うのかについて，更
なる議論が行われることを期待したい。また，信託には，公的色彩を帯びた
類型の信託も多く，類型毎の議論が必要であることも付言しておきたい。
注
207) 我が閣の信託業法は，受託者の善管注意義務の軽減を認めていない(向法28条)。
208) 信託業法2条。
(本研究は， 2013年度南山大学ノtッへ研究奨励金 I-A-2の効成を受けている。)
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